
　

２
０
１
５
年
に
国
連
で
採
択
さ
れ
た
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

（
持
続
可
能
な
開
発
目
標
）は
、
国
際
社
会
へ
の
普
及

期
間
を
経
て
、
２
０
２
０
年
以
降
を
「
行
動
の
10
年

（D
ecade of action

）」
と
位
置
付
け
て
い
る
。

Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
が
目
指
す
、「
大
変
革（T

ransform
ative 

change

）」
を
世
界
全
体
で
実
現
す
る
た
め
に
、
グ

ロ
ー
バ
ル
レ
ベ
ル
の
み
な
ら
ず
、
国
や
自
治
体
レ
ベ

ル
、
企
業
・
事
業
レ
ベ
ル
ご
と
の
取
り
組
み
が
真
に

意
味
の
あ
る
成
果
を
も
た
ら
し
て
い
る
か
に
つ
い
て
、

検
証
す
る
機
運
が
高
ま
っ
て
い
る
。

　

他
方
、
経
団
連
が
２
０
２
０
年
10
月
に
公
表
し
た

「
第
２
回
企
業
行
動
憲
章
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
結
果
」
で
は
、
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
へ
の
取
り
組
み
の
測

定
・
評
価
手
法
が
確
立
さ
れ
て
い
な
い
中
、
各
企
業

が
試
行
錯
誤
し
て
い
る
状
況
が
示
さ
れ
た
。

　

そ
こ
で
、
経
団
連
は
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
の
達
成
に
向
け
た

取
り
組
み
の
測
定
・
評
価
に
焦
点
を
当
て
、
そ
の
手

法
や
課
題
、
参
考
と
な
る
企
業
の
実
践
事
例
に
つ
い

て
報
告
書
に
取
り
ま
と
め
た
。

測
定
・
評
価
の
必
要
性

　

Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
に
は
法
的
拘
束
力
は
な
く
、
詳
細
な
実

施
ル
ー
ル
も
存
在
し
な
い
。
そ
の
た
め
、
政
府
・
自

治
体
・
企
業
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
各
主
体
が
自
ら
高
い
目

標
を
設
定
し
、
目
標
か
ら
バ
ッ
ク
キ
ャ
ス
ト
し
て
進

捗
を
管
理
・
測
定
す
る
「
目
標
ベ
ー
ス
の
ガ
バ
ナ
ン

ス
」
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

特
に
、「
持
続
可
能
な
開
発
の
た
め
の
２
０
３
０

ア
ジ
ェ
ン
ダ
」
は
、
企
業
の
活
動
・
投
資
・
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
は
、
生
産
性
お
よ
び
包
摂
的
な
経
済
成
長

と
雇
用
創
出
を
生
み
出
し
て
い
く
う
え
で
の
重
要
な

鍵
と
し
て
お
り
、
企
業
へ
の
期
待
は
大
き
い
。
さ
ら
に
、

近
年
で
は
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
へ
の
関
心

の
高
ま
り
か
ら
、
投
融
資
を
受
け
る
た
め
に
金
融
機

関
を
は
じ
め
と
す
る
多
様
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と

の
対
話
や
協
働
の
基
盤
を
築
く
う
え
で
も
、
企
業
に

は
透
明
性
の
高
い
成
果
の
開
示
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
各
主
体
に
共
通
し
て
、
自
ら
の
取
り
組
み

の
効
果
を
測
定
し
公
表
す
る
こ
と
は
、「
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ

ウ
ォ
ッ
シ
ュ
」
と
の
批
判
を
受
け
な
い
た
め
に
も
重

要
と
い
え
る
。

測
定
・
評
価
の
現
状
と
課
題

　

測
定
・
評
価
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
、
政
府（
国
・
自

治
体
）、
企
業
と
い
っ
た
各
レ
ベ
ル
で
実
施
さ
れ
て

い
る
。
そ
の
中
か
ら
、
国
連
・
日
本
政
府
・
企
業
に

お
け
る
測
定
・
評
価
の
現
状
と
課
題
に
つ
い
て
紹
介

す
る
。

─
グ
ロ
ー
バ
ル（
国
連
）

　

国
連
で
は
、
２
０
１
７
年
７
月
の
国
連
総
会
に
お

い
て
承
認
さ
れ
た
２
４
７
の
「
グ
ロ
ー
バ
ル
指
標
」

か
ら
構
成
さ
れ
る
指
標
枠
組
み
に
基
づ
い
て
進
捗
を

把
握
し
、
毎
年
、
事
務
総
長
に
よ
る
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
報
告

書
を
公
表
し
て
い
る
。

報
告
書「
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
へ
の
取
組
み
の 

測
定
・
評
価
に
関
す
る
現
状
と
課
題
」

─「
行
動
の
10
年
」を
迎
え
て
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測
る
か
」
を
考
え
る
前
に
、「
な
ぜ
測
定
が
必
要
な

の
か
」「
何
を
ど
の
レ
ベ
ル
で
測
定
す
る
の
か
」
と

い
っ
た
目
的
と
ゴ
ー
ル
を
明
確
に
し
、
関
係
者
間
で

共
有
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
う
え
で
、
事
業
活
動

に
お
け
る
シ
ナ
ジ
ー
と
ト
レ
ー
ド
オ
フ
、
プ
ラ
ス
と

マ
イ
ナ
ス
の
両
面
に
配
慮
し
、
目
的
に
適
し
た
評
価

手
法
を
選
択
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
達
成
に
向
け
て

　

経
団
連
で
は
、
２
０
１
７
年
に
改
定
し
た
「
企
業

行
動
憲
章
」、
さ
ら
に
は
２
０
２
０
年
に
公
表
し
た

「
。新
成
長
戦
略
」
に
お
い
て
、
持
続
可
能
な
社
会
の

実
現
に
向
け
た
、
企
業
の
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
取
り

組
み
を
推
進
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
企
業
の
取
り
組

み
を
企
業
価
値
に
繋
げ
て
い
く
う
え
で
、
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ

へ
の
取
り
組
み
に
関
す
る
測
定
・
評
価
は
欠
か
せ
な

い
も
の
で
あ
る
。

　

ま
た
、
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
の
達
成
に
向
け
て
、
多
様
な
ス

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が
連
携
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ

り
、
個
々
の
成
果
の
み
な
ら
ず
、
関
係
者
全
体
と
し

て
生
み
出
す
成
果（
コ
レ
ク
テ
ィ
ブ
・
イ
ン
パ
ク
ト
）

を
把
握
す
る
た
め
に
は
、
取
り
組
み
の
効
果
を
測
定

　

し
か
し
、
国
連
統
計
委
員
会
が
公
開
し
て
い
る

「
グ
ロ
ー
バ
ル
指
標
」
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
は
ア
ッ
プ

デ
ー
ト
さ
れ
て
い
な
い
も
の
が
多
く
、
ス
テ
ー
ク
ホ

ル
ダ
ー
が
現
状
を
把
握
す
る
た
め
に
活
用
す
る
う
え

で
は
課
題
が
あ
る
。
評
価
に
用
い
る
指
標
の
定
義
や

算
出
方
法
を
明
確
化
し
、
デ
ー
タ
収
集
の
改
善
が
必

要
で
あ
る
。

─
国
レ
ベ
ル（
日
本
政
府
）

　

国
レ
ベ
ル
で
は
、
各
国
政
府
が
グ
ロ
ー
バ
ル
指
標

と
独
自
の
指
標
を
用
い
て
進
捗
を
管
理
し
、
そ
の
結

果
を
国
連
機
関
に
報
告
す
る
。
ま
た
、
２
０
１
６
年

７
月
の
国
連
「
持
続
可
能
な
開
発
に
関
す
る
ハ
イ
レ

ベ
ル
政
治
フ
ォ
ー
ラ
ム（
Ｈ
Ｌ
Ｐ
Ｆ
）」
に
お
い
て
採

択
さ
れ
た
「
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
＆
レ
ビ
ュ
ー
に
関
す

る
決
議
文
」
で
は
、
各
国
政
府
に
対
し
、
４
年
に
１

回
、
自
発
的
国
家
レ
ビ
ュ
ー（
Ｖ
Ｎ
Ｒ
）を
国
連
に
提

出
す
る
こ
と
が
推
奨
さ
れ
て
い
る
。

　
日
本
政
府
は
、２
０
１
６
年
に
決
定
し
た「
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ

し
、
評
価
の
意
義
と
必
要
性
に

つ
い
て
、
共
通
理
解
を
促
進
す

る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　

経
団
連
で
は
引
き
続
き
、
多

様
な
組
織
と
連
携
し
な
が
ら
、

測
定
・
評
価
に
関
す
る
最
新
情

報
を
収
集
・
提
供
し
、
企
業
の

実
践
に
関
す
る
国
内
外
へ
の
発

信
と
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
理

解
促
進
な
ど
に
努
め
て
い
く
。

実
施
指
針
」
に
基
づ
き
、
８
つ
の
優
先
分
野

を
中
心
に
取
り
組
ん
で
お
り
、
２
０
２
１
年

６
月
に
２
０
１
７
年
以
来
２
回
目
と
な
る
Ｖ

Ｎ
Ｒ
を
提
出
し
た
。
日
本
政
府
に
は
、
優
先

分
野
に
関
係
す
る
各
政
策
の
進
捗
状
況
を
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
す
る
た
め
の
指
標
を
明
確
に
し
、

デ
ー
タ
に
基
づ
く
進
捗
評
価
を
行
い
、
広
く

国
内
外
に
発
信
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

「
い
つ
ま
で
に
何
を
達
成
す
べ
き
か
」「
そ
の

た
め
に
何
が
必
要
か
」
に
つ
い
て
、
社
会
全

体
で
広
く
共
有
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

─
企
業
・
事
業
レ
ベ
ル

　

企
業
・
事
業
レ
ベ
ル
で
は
、
自
社
の
パ
ー

パ
ス（
存
在
意
義
）等
に
基
づ
き
、
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ

を
経
営
戦
略
に
統
合
す
る
。
そ
し
て
、
優
先

課
題（
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
）に
関
し
て
重
要
業

績
評
価
指
標（
Ｋ
Ｐ
Ｉ
）を
設
定
し
、
進
捗
を

測
定
し
て
統
合
報
告
書
や
サ
ス
テ
イ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
報
告
書
な
ど
で
公
表
し
て
い
る
。

　

企
業
の
課
題
と
し
て
は
、
手
法
の
選
択
に

注
意
が
向
き
が
ち
で
、
測
定
の
目
的
が
重
視

さ
れ
な
い
傾
向
が
あ
る
。
企
業
が
測
定
・
評

価
に
取
り
組
む
う
え
で
は
、「
ど
の
よ
う
に

【全世界レベル】

国連 169ターゲットに対して、247の「グローバル指標」で進捗測定
マクロベースの進捗報告・レビューは、SDGs報告書を毎年公表
フォローアップ・プロセスとして、①国連総会の下で行われる首脳級
のSDGサミット（４年に１回）、②経済社会理事会の下で行われる
閣僚級会合（毎年）を開催
各国には、４年に１回、「自発的国家レビュー（VNR）」を推奨

グローバル指標を読み替えたローカル
指標と独自指標で進捗測定
自治体としての公表
自発的ローカル・レビュー（VLR）を公表

【地域レベル】

地方自治体

※その他、 「OECD Measuring Distance to the SDG Targets」
 「Sustainable Development Report（SDG Index & Dashboards）」　など

地方自治体や各企業・団体における
取組みを国全体、世界のゴール達成
と連結するツールが不在

グローバル指標と独自指標で進捗測定
グローバル指標を公表
４年に１回、VNRを国連に提出

【国レベル】

各国政府

【事業会社等】
自社の優先課題（マテリアリティ）に関し
てKPIを設定し、グローバル指標
等も参考にしながら、進捗を測定
統合報告書、サステイナビリティ
報告書、ホームページ等で公表

【金融セクター】
サステナブル・ファイナンス投
資の実施に向け、企業の中長期
価値を評価
インパクト投資を通じ、事業の
インパクトを評価

データやVNRの提出

図表　測定・評価の全体像
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